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	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領
第１　「略」
第２　補助事業の要件(県要綱別表第１の事業区分のうち、３の事業に該当）
　　　県要綱第５条第１項第９号の県内に木材加工施設を有する事業者等とは、原木を加工する
     施設（製材工場、集成材用ラミナ製造施設、木質バイオマス発電所や燃焼施設およびそれら
     の施設に供給するチップ工場等）又は原木を取りまとめ供給する者（原木市場、高知県森林
     組合連合会、高知県素材生産業協同組合連合等）をいう。
第３　事業計画の作成
　１　事業計画書
　　(1) 事業計画書
　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から３の事業を実施しようとする補助事業
　　　者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計
　　　画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。
　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１、２の補助事業者の長は、事業主体と
　　　十分な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等
　　　の意見を聴取したうえで提出するものとする。
　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、①及び②の資料を、
　　　２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。
　　　①費用対効果分析報告書（別記第２号様式）
　　　②共通基礎資料
　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）
　　　　イ　事業主体の規約（定款）
　　　　ウ　施設等の管理運営規程
　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）
　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。）
　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）
　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料
　　(2) 事業計画書の副申
　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準
　　　等の全てを満たすときは、別記第３号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。
　　(3) 事業計画書の変更
　　　  所長は、県要綱別表第１の事業区分のうち３の事業において、県要綱第６条第２
　　　項第２号に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第３号様式を事業変更計画書
　　　と読み替えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定め
　　　る様式の写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。
　２　「略」
第４　「略」

第５　事業の実施
　１　「略」
　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械の導入）
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長
　　　が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに
　　　準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
　　(1)～(4)　「略」
　３　「略」
　４　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のレンタル）
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち３の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が事業
　　　を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準じて
　　　適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
　　（１）　「略」
　５～７　「略」
　８　工期の延期
　　　　県要綱第５条第１項第２号に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、事
　　　業完了予定年月日の延期届出書（別記第７号様式）（以下「工期延期届」という。）を所
　　　長に提出するものとする。
　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、
　　　補助事業者の長に受理通知（別記第８号様式）を行うものとする。
９　事業の完了
　　(1)　「略」
　　(2) 完了届の添付書類
　　　　完了届には、事業主体が定める検査調書（任意様式）に次の書類を添付するものとする。
　　  ただし、(1) の規定により完了届を省略した場合には実績報告書に添付するものとする。
　　　　①施設整備については、完成写真
　　　　②直営施工による施設整備については、出来高設計書
　　　　③請負施工による施設整備については、最終の変更設計書
　　　　④施設整備以外の事業については、事業の成果が分かる資料（実績報告書添付資料欄
　　　　　（１）及び（３）に記載する資料）
　　(3)　「略」　　
第６　「略」
第７　利用効果
　１　達成状況調査報告
　　　(1)定期報告
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の事業の場合は、補助事業者の長は、
　　　事業を実施した年度から目標年度における計画の達成状況を調査し、達成状況調査報告書
　　　（別記第11号様式）により、その結果を所長に報告するものとする。報告を受けた所長は、
　　　所定の様式により当該結果の分析・評価を行うとともに事業の課題及び今後の対応等を整
　　　理して、各調査年度の翌年度の指定の期日までに知事に報告するものとする。
　①　林業・木材産業成長産業化促進対策交付金に係るもの･･･7月末日
②　合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金に係るもの･･･5月末日

　　　(2)費用対効果分析
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、目標年度にお
　　　いて、原則として事業主体の長に計画数値を現況数値に置き換えて費用対効果分析報告書
　　　（別記第２号様式）を作成させ、(1)の定期報告に添付して、所長に提出するものとする。
　２　利用効果調査
　　　(1)（目標年度経過後の調査）
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、転用制限期間
　　　又は処分制限期間（耐用年数）が経過していない施設にあっては、目標年度が経過した後
　　　においても、１の達成状況調査報告に定める定期報告の手続に準じて当該施設の整備完了
　　　の翌年度から起算して10年間、毎年度の利用状況を調査し、利用効果調査報告書（別記第
　　　11号様式）を作成して、各調査年度の翌年度の９月末日までに所長に報告するものとする。
　　　報告を受けた所長は、速やかに内容を確認し、各調査年度の翌年度の10月末日までに知事
　　　に報告するものとする。
　　　(2)（再造林に関する調査）
　　　　県要綱の別表第１の事業区分のうち３の事業のうち再造林を行うことを条件に事業を行
った場合は、再造林面積について、別記第13号様式により、再造林の完了した翌年度の５
月31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。








　３　施設の利用状況等の記録
　　　　県要綱第５条の１の（４）に該当する施設を導入した事業主体の長は、転用制限期間又
　　　は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効果調査
　　　表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたときは速や
　　　かに提出できるよう保管するものとする。
　４　施設等の利用及び経営の改善
　　(1) 事業主体の利用効果の達成
　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、整備した
　　　施設のうち事業計画において個々に設定した指標の目標値の達成状況が次のとおり低調で
　　　ある場合は、その要因及び推進体制、施設の利用計画の見直し等目標の達成に向けた方策
　　　を内容とする改善計画を作成し達成状況調査報告書にあわせて提出しなければならない。
　　　ただし、自然災害や社会的・経済的事情の著しい変化等、事業実施主体の責に帰すること
　　　の出来ない予測不能な事態によるものを除く。
　　　①目標年度までの期間において、目標値の達成率が単年度で50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　②目標年度までの期間において、目標値の達成率が3年間連続して70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　③目標年度において目標値の達成率が70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合
　　(2) 補助事業者及び県の経営管理指導
　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、補助事業者及び県は、事業
　　　主体の長からの報告等により施設の利用状況及び収支状況を把握し、適切かつ具体的な経
　　　営指導及び助言等を行うものとする。
　　　　また、目標値の達成が低調であり収支に影響がある場合は中小企業診断士等による経営
　　　指導を実施し経営改善計画を作成することとする。

　　　  なお、改善措置を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満となった場合には、事
　　　業の中止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。
　　(3)　「略」
第８～９　「略」
附　　則　「略」
附　　則
[bookmark: _GoBack]　１　この要領は、令和４年４月22日から施行する。

第１号様式
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別紙　１－１　　「略」

別紙　１－１－１
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別紙　１－１－２～別紙１－２　　「略」
別紙　１－３　削除
第２～６号様式　「略」
第７号様式
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工程表　　「略」
第８号様式
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第９号様式
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第１０号様式　「略」
第１１号様式
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第１２号様式
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(1)-2～(3)　「略」






第13-1号様式
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第13-2号様式
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第１３－２～３号様式　　削除
第１４～１８号様式　　「略」









	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領
第１　「略」
第２　補助事業の要件(県要綱別表第１の事業区分のうち、３から５の事業に該当）
　　　県要綱第５条第１項第９号の県内に木材加工施設を有する事業者等とは、原木を加工する
     施設（製材工場、集成材用ラミナ製造施設、木質バイオマス発電所や燃焼施設およびそれら
     の施設に供給するチップ工場等）又は原木を取りまとめ供給する者（原木市場、高知県森林
     組合連合会、高知県素材生産業協同組合連合等）をいう。
第３　事業計画の作成
　１　事業計画書
　　(1) 事業計画書
　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から５の事業を実施しようとする補助事業
　　　者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計
　　　画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。
　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１、２又は５の補助事業者の長は、事業主体と
　　　十分な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等
　　　の意見を聴取したうえで提出するものとする。
　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１又は５の事業の場合は、①及び②の資料を、
　　　２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。
　　　①費用対効果分析報告書（別記第２号様式）
　　　②共通基礎資料
　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）
　　　　イ　事業主体の規約（定款）
　　　　ウ　施設等の管理運営規程
　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）
　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。）
　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）
　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料
　　(2) 事業計画書の副申
　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準
　　　等の全てを満たすときは、別記第３号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。
　　(3) 事業計画書の変更
　　　  所長は、県要綱別表第１の事業区分のうち３及び４の事業において、県要綱第６条第２
　　　項第２号に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第３号様式を事業変更計画書
　　　と読み替えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定め
　　　る様式の写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。
２　「略」
第４　「略」

第５　事業の実施
　１　「略」
　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械及びデータ活用型造材機械の導入）
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び６の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長
　　　が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに
　　　準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
　　(1)～(4)　「略」
　３　「略」
　４　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のレンタル、作業システムの改善）
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち３，４の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が
　　　事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準
　　　じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
（１）　「略」
５～７　「略」
　８　工期の延期
　　　　県要綱第５条第１項第２号に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、完
　　　成予定年月日の延期届出書（別記第７号様式）（以下「工期延期届」という。）を所長に
　　　提出するものとする。ただし、県要綱別表第１の事業区分３は除く。
　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、
　　　補助事業者の長に受理通知（別記第８号様式）を行うものとする。
９　事業の完了
　（１）　「略」
　　(2) 完了届の添付書類
　　　　完了届には、事業主体が定める検査調書（任意様式）に次の書類を添付するものとする。
　　  ただし、(1) の規定により完了届を省略した場合には実績報告書に添付するものとする。
　　　　①施設整備については、完成写真
　　　　②直営施工による施設整備については、出来高設計書
　　　　③請負施工による施設整備については、最終の変更設計書
　　　　④施設整備以外の事業については、事業の成果品（報告書、計画書、パンフレット等）
　　　　　及び活動内容の記録、議事録等事業の成果が分かる資料
　　(3)　「略」
第６　「略」
第７　利用効果
　１　達成状況調査報告
　　　(1)定期報告
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の事業の場合は、補助事業者の長は、
　　　事業を実施した年度から目標年度（事業実施年度の翌年度から５年目）における計画の達
　　　成状況を調査し、達成状況調査報告書（別記第11号様式）により、その結果を所長に報告
　　　ともに事業の課題及び今後の対応等を整理して、各調査年度の翌年度の指定の期日までに
　　　知事に報告するものとする。
①　森林整備加速化・林業再生事業及び林業・木材産業成長産業化促進対策交付金に係
るもの　　･･･6月末日
②　上記以外･･･5月末日
　　　(2)費用対効果分析
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、目標年度にお
　　　いて、原則として事業主体の長に計画数値を現況数値に置き換えて費用対効果分析報告書
　　　（別記第２号様式）を作成させ、(1)の定期報告に添付して、所長に提出するものとする。
　２　利用効果調査（目標年度経過後の調査）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、転用制限期間
　　　又は処分制限期間（耐用年数）が経過していない施設にあっては、目標年度が経過した後
　　　においても、１の達成状況調査報告に定める定期報告の手続に準じて当該施設の整備完了
　　　の翌年度から起算して10年間、毎年度の利用状況を調査し、利用効果調査表（別記第12号
　　　様式）を作成して、各調査年度の翌年度の９月末日までに所長に報告するものとする。報
　　　告を受けた所長は、速やかに内容を確認し、各調査年度の翌年度の10月末日までに知事に
　　　報告するものとする。　　
３　利用効果調査
　県要綱の別表第１の事業区分のうち３の事業のうち再造林を行うことを条件に事業を行
った場合は、再造林面積について、別記第13号様式により、再造林の完了した翌年度の５
月31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。
　県要綱の別表第１の事業区分のうち４の事業の場合は、指標及び別表第３の４（２）の
規定による県内に木材加工施設を有する事業者等への供給実績について、別記第13号様式
により当該補助事業の完了した翌年度から、３年間の実績を取りまとめ、翌年度の５月31
日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。
　県要綱の別表第１の事業区分のうち５の事業の場合は、指標及び別表第３の５（３）の
規定による県内の加工事業者等と協定を締結した事業者等への供給実績について、別記第
13号様式により当該補助事業の完了した翌年度から、５年間の実績を取りまとめ、翌年度
の５月31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。
　４　施設の利用状況等の記録
　　　　県要綱第５条の１の（４）に該当する施設を導入した事業主体の長は、転用制限期間又
　　　は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効果調査
　　　表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたときは速や
　　　かに提出できるよう保管するものとする。
　５　施設等の利用及び経営の改善
　　(1) 事業主体の利用効果の達成
　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、整備した
　　　施設のうち事業計画において個々に設定した指標の目標値の達成状況が次のとおり低調で
　　　ある場合は、その原因を分析し、利用促進の強化を図るものとする。また、計画達成が不
　　　十分な場合や事業目的からの逸脱等がある場合は、事業主体は利用改善のための措置をと
　　　らなければならない。

　　　①目標年度までの期間において、目標値の達成率が単年度で50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　②目標年度までの期間において、目標値の達成率が3年間連続して70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　③目標年度において目標値の達成率が70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合
　　(2) 補助事業者及び県の経営管理指導
　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、補助事業者及び県は、事業
　　　主体の長からの報告等により施設の利用状況及び収支状況を把握し、適切かつ具体的な経
　　　営指導及び助言等を行うものとする。
　　　　また、事業主体の収支が悪化し、事業継続が困難となるおそれがある場合は、必要に応
　　　じて中小企業診断士等を活用して、事業主体に徹底的な経営改善等を行わせ、経営改善計
　　　画を策定・提出させる等の必要な改善措置を行わせるものとする。　
　　　  なお、改善措置を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合は、事業の
　　　中止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。
　　(3)　「略」
第８～９　「略」
附　　則　「略」
別紙１－１  「略」


第１号様式
[image: ]
別紙　１－１　　「略」

別紙　１－１－１
[image: ]
別紙　１－１－２～別紙１－２　　「略」
別紙　１－３　「略」
第２～６号様式　「略」
第７号様式

[image: ][image: ]第２工程表　　「略」
第８号様式
[image: ]
第９号様式
[image: ]
第１０号様式　「略」
第１３号様式
[image: ]
第１１号様式
[image: ]
(1)-2～(3)　「略」






第12号様式
[image: ]
別紙13-1号様式
[image: ]
第１３－２～３号様式　　「略」
第１４～１８号様式　　「略」
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番　　　　　号

番　　　　　号

年　　月　　日

年　　月　　日

　補助事業者の長　　様

　補助事業者の長　　様

林業（振興）事務所長

林業（振興）事務所長

記

記

　変更内容

　変更内容

完了

 

予定年月日の変更

完成

 

予定年月日の変更

完了

 

予定年月日の延期届出書の受理について

変更前 変更後

変更前

　　年　月　日付けで提出のありました　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了

 

予

定年月日の延期届出書については、下記の内容のとおり受理しました。

　　年　月　日付けで提出のありました　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完成

 

予定年月日の延期届出書については、下記の内容のとおり受理しました。
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第９号様式第９号様式

事業主体の長　　　　　　　

事業主体の長　　　　　　　

請 負 者

住所氏名

契約金額

千円 千円 千円

千円（注）以下は、補助事業者において記入すること。（注）以下は、補助事業者において記入すること。

第　　　号

年　月　日

　補助事業者の長　　様

　補助事業者の長　　様

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了届

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了届

　　年　月　日付け　第　　号で補助金の交付決定（変更決定又は追加交付決定）通知のありましたこの事業に

ついて、下記のとおり完了したので届け出ます。

　　年　月　日付け　第　　号で補助金の交付決定（変更決定又は追加交付決定）通知のありましたこの事業について、下記のとおり完了したので届け出ます。

記

記

請負施行の場合

（注）１

 

　記載する数量、金額は、出来高によるものとしてください。

（注）１

 

　別記第６号様式の着手届を作成した区分により記入してください。

 

　　　２

 

　「補助金」欄は、国費及び県費の合計額とし、国費を上段（　）書きとしてください。

　　　２

 

　記載する数量、金額は、出来高によるものとしてください。　　　３

 

　「補助金」欄は、国費及び県費の合計額とし、国費を上段（　）書きとしてください。　　　４

 

　「契約金額」欄は、補助事業の対象外経費が含まれる場合は、その額を上段括弧書き外数で記入して　　　　ください。

工種又は

施設区分

施工箇所

又　　は

設置箇所

事業量 事業費

（国費）

補助金

着　手

年月日

着　工

年月日

完　了

年月日

工種又は施設区分

　　　３

 

　「契約金額」欄は、補助事業の対象外経費が含まれる場合は、その額を上段括弧書き外数で記入して

　　　　ください。
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第　　　　　　号　

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

年　   月 　  日　

　　　　　林業（振興）事務所長　様

　高

 

知県○○

 

林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

補助事業者名                　

※要領第７の１については別記第１２号様式

 

※県要綱別表第１の事業区分のうち３（再造林を行う場合）については別記１３-１

 

　要領第７の２の（１）については別記第１３－１号様式

 

　県要綱別表第１の事業区分のうち４については別記１３-２

 

　要領第７の２の（２）については別記第１３－２号様式

 

　県要綱別表第１の事業区分のうち５については別記１３-３

 

　及び添付資料を添えてください。

 

　及び添付資料を添えてください。

 

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る達

 

成状況調査（

 

利用効果調査）

 

報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第７の規定により、別紙のとお

り報告します。
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第112号様式第112号様式

　(1) -1　実績及び達成率

　(1) -1　実績及び達成率

現状値 目標値

（　　年度）（　　年度）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

実施年度の報告 １年目の報告 ２年目の報告 ３年目の報告 ４年目の報告 目標年度の報告

（　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度）

稼働時間　　ｈ

 

稼働日数　　日

 

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

　　　４　調査年度の稼働時間及び稼働日数について工種又は施設区分ごとに備考欄へ記載してください。

　　　４　調査年度の稼働時間及び稼働日数について工種又は施設区分ごとに備考欄へ記載してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

指標 備考

事業区分
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第123-1号様式第123-1号様式

１　施設の利用状況

１　施設の利用状況

（　年度） （　年度）

合　計

合　計

利用効果調査表

利用効果調査表

補助事業者名

報　告　年　度

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす

　　　　る項目を記入してください。

　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす　　　　る項目を記入してください。　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分

　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

設置年度 目標

計画策定時

事　業　量

目標に係る年

度の実績

備　考

事業区分
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１　利用実績

　　　１　利用実績

数量

（台）

（台）

～ ～

※再造林の面積は樹種毎に記載すること。

※再造林の面積は樹種毎に記載すること。

※再造林の面積が分かる資料（図面等）及び写真を添付すること。

※再造林の面積が分かる資料（図面等）及び写真を添付すること。

高知県高性能林業機械等整備事業(林業機械のレンタル）利用状況調査表

高知県高性能林業機械等整備事業(林業機械のレンタル）利用状況調査表

事業主体 調査年度 　　　　年度

事業年度 　　　年度

機種名 規格等 レンタル期間 皆伐面積 再造林実施期間 再造林 再造林 備考

機種名

（ha） の樹種 の面積

（ha）

月　　日 月　　日 月　　日 月　　日
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第１号様式第１号様式第　　　号　

第　　　号　

年　月　日　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

補助事業者の長　　　

県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び４

 

については、別紙１－１

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５

 

については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙１－３

 

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を提出します。

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。
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別紙１－１－１別紙１－１－１

第２　事業実施主体別事業計画

　１．事業の概要

　１．事業の概要

　２．個別指標

　２．個別指標

現状値

指標

導入年度

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

目標年度

（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）

生産量（m3）

生産量（m3）

生産性（m3/人日）

生産性（m3/人日）

（注）１　「事業内容」欄は、県要綱の別表第３の「工種又は施設区分」欄ごとに当該施設名を用いて記入してください。

（注）１　「事業内容」欄は、県要綱の別表第３の「工種又は施設区分」欄ごとに当該施設名を用いて記入してください。

　　　２　「型式規模」欄は、メーカー、型番、能力及び規模等を適当な単位を用いて記入し、見積書及びカタログ等を添

　　　２　「型式規模」欄は、メーカー、型番、能力及び規模等を適当な単位を用いて記入し、見積書及びカタログ等を添

　　　　えてください。

　　　　えてください。

(単位：ｍ3）

　４．販売計画 (単位：ｍ3）

協定の

有　無

（注）１　構成比率の高い販売相手先を記入するものし、小口の販売先はその他としてまとめてください。

（注）１　構成比率の高い販売相手先を記入するものし、小口の販売先はその他としてまとめてください。

　　　２　「協定の有無」欄は、原木安定供給協定の締結の有無又は計画中の別を「有」「無」「計」と記入してください。

　　　２　「協定の有無」欄は、原木安定供給協定の締結の有無又は計画中の別を「有」「無」「計」と記入してください。

　　　４　実績（直近）欄は２．個別指標の素材生産の実績欄の直近年度に対する販売実績を記載してください。

　　　４　実績（直近）欄は２．個別指標の素材生産の実績欄の直近年度に対する販売実績を記載してください。

　５

 

．データ活用計画（目標が「データ活用推進」に限り記入してください。）

 

　施設等の整備の方針、事業の内容、受益対象の範囲及び事業効果等について記入してください。

素材生産の実績 素材生産の計画

計

　　　２　「素材生産の実績」欄は、最近３ヵ年の数値を記入してください。

　　　３　「現状値」欄は、「素材生産の実績」欄に記載した３ヵ年の平均数値を記入してください。

　　　４　「素材生産の計画」欄は、導入の翌年度から目標年度までの計画量を記入してください。なお、目標年度が５年目でない場合は表を追

　　　　加、削除を行い目標年度までを記載してください。

　３．事業計画

単価 事業費

税抜 税込

計

計　　　画

導入年度 初年度 目標年度

（　年度） （　年度） （　年度） （　年度）

計

内　　容

 

取得するデータの内容

 

例：直径、長さ、本数、樹種

 

データ活用方法

 

例：日々の生産計画量と取得データの材積をグラフ化して進捗管理を実施するとともに、操作端末を確認しながらその日の計

 

画量に対する進捗確認を現場で実施。併せて、原木市場等において確定した材積と比較・検証する。

 

事業実施主体

目標 備考

（　年度）（　年度）（　年度） 3カ年平均

（注）１　「目標」欄は、県要綱の別表第３の事業区分１の場合は「安定供給体制の整備推進」、２の場合は「林業経営体の育成」、５の場合は

 

　　　　「データ活用推進」

 

を記入してください。

　　　５　素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上又は目標値の伸び率以上となるように計画しその伸び率又は増加

　　　　量等を備考欄へ記載してください。なお、目標が「データ活用推進」の場合は別に定める目標値等に対する計画とすること。

 

事業内容  型式規模 事業量 備考

販　売　先

実績（直近）

備　考

　　　３　原木安定供給協定を締結している場合は、協定書（写）を添えてください。なお、協定を新たに締結し供給する計画がある場合は、備

　　　　考欄に、「協定計画中」と記載すること。


image13.emf
番 　　　　　号

番 　　　　　号

　年　　月　　日

　年　　月　　日

    林業（振興）事務所長　　様

    林業（振興）事務所長　　様

補助事業者

1　延期の理由

1　延期の理由

２　変更前事業完了予定年月日

２　変更前事業完了予定年月日

　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

３　変更後事業完了

 

予定年月日

３　変更後事業完成

 

予定年月日

　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

４～５　　「略」

４～５　　「略」

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了

 

予定年月日の延期届出書

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完成

 

予定年月日の延期届出書

記

記

　 　年　　月　　日付け高知県指令○○第○○号で補助金の交付の決定通知がありました事業について、下記のとおり事業完了

 

予定年月日を延期したいので届け出ます。

　 　年　　月　　日付け高知県指令○○第○○号で補助金の交付の決定通知がありました事業につい

て、下記のとおり事業完成

 

予定年月日を延期したいので届け出ます。


image14.emf
箇所名

箇所名

１　延期対象となる箇所毎に記入してください。

（注）

１　延期対象となる箇所毎に記入してください。

２　必要に応じて、延期理由が確認できる資料や写真等を添えてください。

２　必要に応じて、延期理由が確認できる資料や写真等を添えてください。

 事 業 完 了

 

 予 定 年 月 日 延 期 理 由 書

 事 業 完 成

 

 

 

予 定 年 月 日 延 期 理 由 書


image15.emf
番　　　　　号

番　　　　　号

年　　月　　日

年　　月　　日

　補助事業者の長　　様

　補助事業者の長　　様

林業（振興）事務所長

林業（振興）事務所長

記

記

　変更内容

　変更内容

完了

 

予定年月日の変更

完成

 

予定年月日の変更

完成

 

予定年月日の延期届出書の受理について

変更前 変更後

　　年　月　日付けで提出のありました　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了

 

予定年月日の延期届出書については、下記の内容のとおり受理しました。

　　年　月　日付けで提出のありました　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完成

 

予

定年月日の延期届出書については、下記の内容のとおり受理しました。


image16.emf
第９号様式第９号様式事業主体の長　　　　　　　

事業主体の長　　　　　　　

契約金額

請 負 者

住所氏名

契約金額

千円

千円 千円 千円

（注）以下は、補助事業者において記入すること。（注）以下は、補助事業者において記入すること。

第　　　号

年　月　日

　補助事業者の長　　様

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了届

　　年　月　日付け　第　　号で補助金の交付決定（変更決定又は追加交付決定）通知のありましたこの事業に

ついて、下記のとおり完了したので届け出ます。

記

請負施行の場合

（注）１

 

　別記第６号様式の着手届を作成した区分により記入してください。

 

　　　２

 

　記載する数量、金額は、出来高によるものとしてください。

　　　３

 

　「補助金」欄は、国費及び県費の合計額とし、国費を上段（　）書きとしてください。

　　　４

 

　「契約金額」欄は、補助事業の対象外経費が含まれる場合は、その額を上段括弧書き外数で記入して

　　　　ください。

工種又は

施設区分

施工箇所

又　　は

設置箇所

事業量 事業費

（国費）

補助金

着　手

年月日

着　工

年月日

完　了

年月日


image17.emf
第　　　　　　号　

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

年　   月 　  日　

　　　　　林業（振興）事務所長　様

　高

 

知県○○

 

林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

補助事業者名                　

※要領第７の１については別記第１２号様式

 

※県要綱別表第１の事業区分のうち３（再造林を行う場合）については別記１３-１

 

　要領第７の２の（１）については別記第１３－１号様式

 

　県要綱別表第１の事業区分のうち４については別記１３-２

 

　要領第７の２の（２）については別記第１３－２号様式

 

　県要綱別表第１の事業区分のうち５については別記１３-３

 

　及び添付資料を添えてください。

 

　及び添付資料を添えてください。

 

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る利用効果調査報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第７の３

 

の規定により、別紙の

とおり報告します。


image18.emf
第112号様式第112号様式　(1) -1　実績及び達成率

　(1) -1　実績及び達成率

現状値 目標値

（　　年度）（　　年度）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

実施年度の報告 １年目の報告 ２年目の報告 ３年目の報告 ４年目の報告 目標年度の報告

（　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度）

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

　　　４　調査年度の稼働時間及び稼働日数について工種又は施設区分ごとに備考欄へ記載してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

指標 備考


image19.emf
第123-1号様式第123-1号様式

１　施設の利用状況

１　施設の利用状況

（　年度） （　年度）

合　計

合　計

利用効果調査表

利用効果調査表

補助事業者名

報　告　年　度

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす

　　　　る項目を記入してください。

　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす　　　　る項目を記入してください。　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分

　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

設置年度 目標

計画策定時

事　業　量

目標に係る年

度の実績

備　考

事業区分


image20.emf
　　　

１　利用実績

　　　１　利用実績

数量

（台）

（台）

～ ～

※再造林の面積は樹種毎に記載すること。

※再造林の面積は樹種毎に記載すること。

※再造林の面積が分かる資料（図面等）及び写真を添付すること。

※再造林の面積が分かる資料（図面等）及び写真を添付すること。

高知県高性能林業機械等整備事業(林業機械のレンタル）利用状況調査表

高知県高性能林業機械等整備事業(林業機械のレンタル）利用状況調査表

事業主体 調査年度 　　　　年度

事業年度 　　　年度

機種名 規格等 レンタル期間 皆伐面積 再造林実施期間 再造林 再造林 備考

機種名

（ha） の樹種 の面積

（ha）

月　　日 月　　日 月　　日 月　　日


image1.emf
第１号様式第１号様式

第　　　号　

第　　　号　

年　月　日　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

補助事業者の長　　　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２、４

 

及び５

 

については、別紙１－１

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５

 

については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙１－３

 

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を提出します。


image2.emf
別紙１－１－１別紙１－１－１

第２　事業実施主体別事業計画

第２　事業実施主体別事業計画

　１．事業の概要

　１．事業の概要

　２．個別指標

　２．個別指標

現状値

指標

導入年度

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

目標年度

指標

（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）

生産量（m3）

生産量（m3）

生産性（m3/人日）

生産性（m3/人日）

（注）１　「事業内容」欄は、県要綱の別表第３の「工種又は施設区分」欄ごとに当該施設名を用いて記入してください。

（注）１　「事業内容」欄は、県要綱の別表第３の「工種又は施設区分」欄ごとに当該施設名を用いて記入してください。

　　　２　「型式規模」欄は、メーカー、型番、能力及び規模等を適当な単位を用いて記入し、見積書及びカタログ等を添

　　　２　「型式規模」欄は、メーカー、型番、能力及び規模等を適当な単位を用いて記入し、見積書及びカタログ等を添

　　　　えてください。

　　　　えてください。

　４．販売計画 (単位：ｍ3）

　４．販売計画(単位：ｍ3）

協定の

協定の

有　無

有　無

（注）１　構成比率の高い販売相手先を記入するものし、小口の販売先はその他としてまとめてください。

（注）１　構成比率の高い販売相手先を記入するものし、小口の販売先はその他としてまとめてください。

　　　２　「協定の有無」欄は、原木安定供給協定の締結の有無又は計画中の別を「有」「無」「計」と記入してください。

　　　２　「協定の有無」欄は、原木安定供給協定の締結の有無又は計画中の別を「有」「無」「計」と記入してください。

　　　４　実績（直近）欄は２．個別指標の素材生産の実績欄の直近年度に対する販売実績を記載してください。

　　　４　実績（直近）欄は２．個別指標の素材生産の実績欄の直近年度に対する販売実績を記載してください。　５

 

．データ活用計画（目標が「データ活用推進」に限り記入してください。）

 

　施設等の整備の方針、事業の内容、受益対象の範囲及び事業効果等について記入してください。

素材生産の実績 素材生産の計画

計

　　　２　「素材生産の実績」欄は、最近３ヵ年の数値を記入してください。

　　　３　「現状値」欄は、「素材生産の実績」欄に記載した３ヵ年の平均数値を記入してください。

　　　４　「素材生産の計画」欄は、導入の翌年度から目標年度までの計画量を記入してください。なお、目標年度が５年目でない場合は表を追

　　　　加、削除を行い目標年度までを記載してください。

　３．事業計画

　３．事業計画

単価 事業費

税抜 税込

計

計　　　画

導入年度 初年度 目標年度

（　年度） （　年度） （　年度） （　年度）

計

事業実施主体

目標 備考

（　年度）（　年度）（　年度） 3カ年平均

（注）１　「目標」欄は、県要綱の別表第３の事業区分１の場合は「安定供給体制の整備推進」、２の場合は「林業経営体の育成」を記入してください。

　　　５　素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上又は目標値の伸び率以上となるように計画しその伸び率又は増加

　　　　量等を備考欄へ記載してください。

事業内容  型式規模 事業量 備考

販　売　先

実績（直近）

備　考

　　　３　原木安定供給協定を締結している場合は、協定書（写）を添えてください。なお、協定を新たに締結し供給する計画がある場合は、備

　　　　考欄に、「協定計画中」と記載すること。


image3.emf
番 　　　　　号

番 　　　　　号

　年　　月　　日

　年　　月　　日

    林業（振興）事務所長　　様

    林業（振興）事務所長　　様

補助事業者

補助事業者

1　延期の理由

1　延期の理由

２　変更前事業完了予定年月日

２　変更前事業完了予定年月日

　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

３　変更後事業完了

 

予定年月日

３　変更後事業完成

 

予定年月日

　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

４～５　　「略」

４～５　　「略」

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完了

 

予定年月日の延期届出書

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業完成

 

予定年月日の延期届出書

記

記

　 　年　　月　　日付け高知県指令○○第○○号で補助金の交付の決定通知がありました事業につい

て、下記のとおり事業完了

 

予定年月日を延期したいので届け出ます。

　 　年　　月　　日付け高知県指令○○第○○号で補助金の交付の決定通知がありました事業について、下記のとおり事業完成

 

予定年月日を延期したいので届け出ます。
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（注）

１　延期対象となる箇所毎に記入してください。

（注）１　延期対象となる箇所毎に記入してください。

２　必要に応じて、延期理由が確認できる資料や写真等を添えてください。

２　必要に応じて、延期理由が確認できる資料や写真等を添えてください。
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